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関東地方の人口
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（出典）～2015「国勢調査」、2020～「日本の地域別将来推計人口（2018年推計）」（国立社会保障・人口問題研究所）



関東地方の人口（指数）
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関東地方の人口（年齢階層別）
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（出典）～2015「国勢調査」、2020～「日本の地域別将来推計人口（2018年推計）」（国立社会保障・人口問題研究所）



東京圏（1都3県）の人口（年齢階層別）

4（出典）～2015「国勢調査」、2020～「日本の地域別将来推計人口（2018年推計）」（国立社会保障・人口問題研究所）
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東京圏外（北関東＋山梨）の人口（年齢階層別）

5（出典）～2015「国勢調査」、2020～「日本の地域別将来推計人口（2018年推計）」（国立社会保障・人口問題研究所）
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訪日外国人旅行者数
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訪日外国人延べ宿泊者数
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（出典）観光庁「宿泊旅行統計調査」



外国人延べ宿泊者数（県別・東京都除く）
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日本人延べ宿泊者数（都県別）
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成田空港・羽田空港・茨城空港の旅客数
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鉄道の輸送人員
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乗合バスの事業者数・輸送人員
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タクシー・ハイヤーの輸送人員
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航路の輸送人員
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旅客流動（交通機関別）
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（注）「その他」は、貸切バス、自家用バス（H21まで）、旅客船、定期航空の合計



運転免許保有状況
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（注）「普通１種」には、中型・準中型免許を含む。「普通2種」には、中型を含む。

２種類以上の運転免許を保有している者は、上位の運転免許（本表の左側となる運転免許）の欄に計上。
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交通事故死亡者数
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※10万人当たり死亡者数の算出における人口は、総務省統計局「人口推計」による。

（各年10月１日現在。2013年・2014年は補間補正人口、2016年・2017年は補完補正前人口、2015年は「国勢調査」の数値。）

年間交通事故死亡者数



事業用自動車の事故件数（重大事故）

22
（出典）関東運輸局資料
※自動車事故報告規則に基づき事業者より報告があったもの（重大事故）
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自動車保有台数
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（出典）関東運輸局 統計情報 ※各年とも１月末現在 ※軽自動車は除く ※貨物は非牽引車を除く



世帯あたりの自動車保有台数
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出典（一財）自動車検査登録情報協会「マイカーの世帯普及台数」（各年３月末時点）



自動車販売台数（全国）

25（出典）（一社）日本自動車工業会HP データベース（販売四輪 時系列×車種）より作成

294 

144 

43 

40 
2 0

50

100

150

200

250

300

350

400
万台

自動車（四輪）新車販売台数

乗用車（登録車） 乗用車（軽四輪） トラック（登録車） トラック（軽四輪） バス



北海道 函館市 宮城県 大崎市 栃木県 真岡市 新潟県 柏崎市 岐阜県 岐阜市 三重県 津市 島根県 高知県 高知市 熊本県 熊本市・嘉島町

深川市 栗原市 大田原市 佐渡市 高山市 四日市市 宿毛市 八代市

岩見沢市 石巻市 鹿沼市 上越市 恵那市・中津川市 伊勢市 田野町 水俣市

千歳市 白石市 日光市 魚沼市 羽島市 松阪市 江津市 佐川町 合志市

釧路市 気仙沼市 宇都宮市・芳賀町 長岡市 美濃加茂市 伊賀市 松江市 津野町 人吉市

美唄市 東松島市 佐野市 阿賀野市 土岐市 名張市 大田市 徳島県 小松島市 荒尾市

帯広市 山元町 那須塩原市 糸魚川市 各務原市 尾鷲市 阿波市 上天草市

岩内町 松島町 新発田市 関市 鳥羽市 つるぎ町 天草市

白糠町 利府町 見附市 多治見市 亀山市 福岡県 福岡市 大津町

白老町 山形県 山形市 塩谷町 阿賀町 飛驒市 紀北町 北九州市 美里町

仁木町 酒田市 益子町 富山県 高岡市 海津市 和歌山県 橋本市 久留米市 和水町

安平町 鶴岡市 那須町 黒部市 山県市 京都府 木津川市 岡山県 井原市 中間市 水上村

斜里町 茂木町 富山市 福知山市 高梁市 筑紫野市

音更町 群馬県 太田市 魚津市 瀬戸内市 行橋市

当別町 新庄市 前橋市 小矢部市 玉野市 朝倉市

青森県 青森県 小国町 埼玉県 熊谷市 郡上市 倉敷市 豊前市

八戸市 福島県 春日部市 静岡県 下田市 津山市 飯塚市

弘前市 上尾市 伊豆市 真庭市 糸島市

三沢市 越谷市 滑川市 御殿場市 久米南町 嘉麻市 大分県

五所川原市 入間市 石川県 七尾市 吉備中央町 宗像市

青森市 草加市 長野県 松本市・山形村 和気町 柳川市

三郷市 八女市

飯能市 みやま市

十和田市 福島市 ときがわ町 湖西市 兵庫県 豊岡市 広島県 三原市 大牟田市

鰺ヶ沢町 会津若松市 小川町 藤枝市 姫路市 三次市 岡垣町

七戸町 郡山市 鳩山町 掛川市 神戸市 広島市 久山町

岩手県 八幡平市 伊達市 吉見町 上田市 加古川市 東広島市 那珂川町 別府市

釜石市 南相馬市 寄居町 佐久市 加東市 廿日市市 芦屋町 大分市

宮古市 喜多方市 川島町 小諸市 たつの市 江田島市 遠賀町 杵築市

北上市 白河市 東秩父村 駒ヶ根市 小野市 尾道市 佐賀県 佐賀県 中津市

滝沢市 棚倉町 千葉県 東金市 長野市 安芸高田市 佐賀県・唐津市・玄海町 臼杵市

花巻市 石川町 鴨川市 箕輪町 焼津市 北広島町 伊万里市 豊後大野市

大船渡市 楢葉町 君津市 信濃町 小山町 滋賀県 坂町 鹿島市 竹田市

岩手町 塙町 八街市 木曽町 愛知県 豊橋市 大崎上島町 小城市 宇佐市

大槌町 西郷村 南房総市 中川村 岡崎市 甲賀市 安芸太田町 吉野ヶ里町 日田市

矢巾町 茨城県 水戸市 佐倉市 高山村 一宮市 長浜市 神石高原町 上峰町 由布市

秋田県 秋田市 日立市 大網白里市 大桑村 豊川市 大阪府 河内長野市 山口県 宇部市 太良町 九重町

湯沢市 下妻市 白井市 福井県 日進市 岸和田市 周南市 長崎県 佐世保市 宮崎県

鹿角市 常陸太田市 旭市 田原市 貝塚市 光市 五島市

由利本荘市 かすみがうら市 木更津市 弥富市 奈良県 奈良県 長門市 対馬市

大仙市 神栖市 富津市 清須市 宇陀市 美祢市 大村市 えびの市

仙北市 行方市 長南町 長久手市 五條市 山陽小野田市 松浦市 都城市

にかほ市 牛久市 大多喜町 豊田市 広陵町 下松市 小林市

北秋田市 稲敷市 東京都 蒲郡市 鳥取県 下関市 日南市

潟上市 土浦市 鯖江市 東海市 防府市 壱岐市 門川町

大館市 龍ケ崎市 神奈川県 藤沢市 西尾市 山口市 新上五島町 鹿児島県 薩摩川内市

五城目町 潮来市 海老名市 新城市 岩国市 鹿屋市

藤里町 つくば市 大和市 豊明市 香川県 高松市 日置市

美郷町 鹿嶋市 真鶴町 小牧市 小豆島町・土庄町 姶良市

桜川市 山梨県 甲州市 東郷町 愛媛県 愛媛県 南さつま市

筑西市 北杜市 豊山町 東温市 鹿児島市

高萩市 上野原市 武豊町 西予市 霧島市

ひたちなか市 南知多町 大洲市 奄美市

常陸大宮市 東浦町 新居浜市 和泊町・知名町

つくばみらい市 飛島村 愛南町 南城市

五霞町 鬼北町 沖縄市

城里町

大子町

東海村

沖縄県

大分県・中津市・宇佐市・
豊後高田市

大分県・竹田市・豊後大野
市・臼杵市

大分県・佐伯市・津久見市

大分県・大分市・別府市・
由布市

宮崎県・日向市・門川町・
美郷町・諸塚村・椎葉村

那須塩原市、大田原
市、那須町、那珂川町

熊本県・南阿蘇村・高森町福島県・田村市・南相
馬市・川俣町・広野町・
楢葉町・富岡町・川内
村・大熊町・双葉町・浪
江町・葛尾村・飯館村・
福島市・郡山市・いわき
市・相馬市

高岡市・氷見市・砺波
市・南砺市
（城端・氷見線沿線地
域）

長崎県・諫早市・雲仙市・
島原市・南島原市

京都府・笠置町・和束町・
南山城村
（JR関西本線沿線）

人吉市・錦町・多良木町・
湯前町・水上村・相良村・
五木村・山江村・球磨村
あさぎり町

福井市・大野市・勝山市・あ

わら市・坂井市・永平寺町

（えちぜん鉄道沿線地域）

福井市・鯖江市・越前
市・越前町
（福井鉄道沿線地域）

笠岡市（岡山県）
福山市（広島県）

長井市・南陽市・川西
町・白鷹町

設楽町・東栄町・
豊根村

彦根市・愛荘町・豊郷町・
甲良町・多賀町

飯田市・松川町・高森
町・阿南町・阿智村・平
谷村・根羽村・下條村・
売木村・天龍村・泰阜
村・喬木村・豊丘村・大
鹿村

静岡県・沼津市・熱海
市・三島市・伊東市・伊
豆の国市・函南町・東
伊豆町・河津町

鳥取県・倉吉市・琴浦町、
北栄町、湯梨浜町、三朝
町

静岡県・沼津市（戸田
地区）・下田市・伊豆
市・南伊豆市・松崎町・
西伊豆町

島根県、江津市、川本町、
美郷町、邑南町、広島県、
三次市、安芸高田市
（三江線沿線地域）

島根県・松江市・
出雲市
（一畑電車沿線地域）

鳥取県・米子市・境港市・
日吉津村・大山町・南部
町・伯耆町・日南町・日野
町・江府町

鳥取県・鳥取市・岩美町・
若桜町・智頭町・八頭町

三木市・小野市・神戸市

東京都・中央区・港区・
江東区

京都府・綾部市・南丹市・
京丹波町
（JR山陰本線沿線）

福井市・鯖江市・越前
市・越前町・池田町・南
越前町

むつ市、大間町、東通
村、風間浦村、佐井村

五城目町、八郎潟町、
大潟村

大垣市・桑名市・海津
市・養老町・神戸町・揖
斐川町・池田町
（養老線沿線地域）

京都府・兵庫県・福知山市・舞

鶴市・宮津市・京丹後市・伊根

町・

与謝野町・豊岡市

（北タンゴ鉄道沿線地域）

地域公共交通網形成計画 策定状況

再編実施計画について、
・既に認定を受けた団体：赤
・策定意向のある団体 ：黄

■ 改正地域公共交通活性化再生法の施行（２０１４年１１月）以降、２０１８年３月末までに、４１０件の
地域公共交通網形成計画が策定され、２３件の地域公共交通再編実施計画が国土交通大臣により認定

26



バス待ち環境についてのバス会社アンケート結果概略

27
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22%
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19%

行政側

21%
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所有
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上屋設置者内訳
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17%
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バリアフリー基本構想の策定状況

28

市区町 作成済

村　 数 市区町

村　数

19 7 36.8%

(16) (7) (43.8%)

12 7 58.3%

(10) (5) (50.0%)

7 3 42.9%

(7) (3) (42.9%)

深谷市、東松山市、入間市、所沢市、 43 10 23.3%

寄居町、白岡町 (43) (10) (23.3%)

袖ヶ浦市、習志野市、松戸市、流山市、 31 14 45.2%

浦安市、市川市、船橋市、八千代市 (31) (14) (45.2%)

(49) (28) (57.1%)

26 17 65.4%

(26) (17) (65.4%)

5 3 60.0%

(4) (2) (50.0%)

189 89 47.1%

(186) (86) (46.2%)

作成比率

　基本構想作成済み市区町村　（ 内　訳 ）

平均利用者数３，０００（５，０００）人/日

以上の

旅客施設がある市区町村

バリフリ新法での作成済市区町村 旧法での作成済市区町村 作成比率

取手市、水戸市、笠間市、石岡市 4

栃木県 21 7 33.3% 栃木市 1 6

茨城県 30 7 23.3% 日立市、ひたちなか市、土浦市 3

伊勢崎市、前橋市 2

埼玉県 56 10 17.9% さいたま市、熊谷市、川口市、小川町 4 6

群馬県 25 3 12.0% 高崎市 1

千葉県 47 14 29.8% 6

神奈川県 31 17 54.8% 7

山梨県 19 4 21.1% 山梨市、上野原市

合計 288 90 31.3%

関東運輸局管内の市区町村における基本構想策定状況

千葉市、柏市、鎌ケ谷市、野田市、市原市、

我孫子市

市区町村数

※①

作成済市区

町村数

新宿区、江東区、墨田区、練馬区、世田谷区、

千代田区、板橋区、八王子市、北区、羽村市、

府中市

小山市、宇都宮市、那須塩原市、下野市、

鹿沼市、日光市

49 28 57.1%
荒川区、杉並区、台東区、葛飾区、目黒区、

三鷹市、調布市、武蔵野市、日野市、港区、

小金井市、豊島区、大田区、町田市、品川区、

中野区、文京区

東京都 59 28 47.5% 17 11

下線：平成２８年４月1日以降（平成２８年度）に受理した市区町村

注）※①関東管内の旅客施設がある市区町村数　※②本省にて受理したもの

平成２９年３月３１日までに受理したもの※②

横浜市、川崎市、相模原市、藤沢市、

二宮町、大磯町、茅ヶ崎市

赤字：利用者が3,000人/日以上の旅客施設をもたない市町村

鎌倉市、座間市、大和市、厚木市、小田原市、

伊勢原市、三浦市、平塚市、逗子市、秦野市

黒字：利用者数が5,000人/日以上の旅客施設をもつ市区町村

緑字：最も利用者の多い旅客施設の利用者が3,000人～4,999人/日の市区町村

笛吹市、甲府市 2

41 49

2

10

8



バリアフリー教室の開催状況

29

■平成２９年度
開催回数：
本局３ 回、支局２９回 合計３２ 回

参加者数：
本局１２３名、支局２，４４２名

合計２，５６５名

【平成３０年４月末 現在】

「心のバリアフリーの推進（バリアフリー化の促進に関する国民の理解・協力の推進等）」
高齢者や障害者等、移動に様々な困難を抱える方が、安心して公共交通機関等を利用し、自立した社会生活を送ることができる環境づく
りの一環として、快く手助けをできる「心のバリアフリー」社会の実現を目指す。
＜高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律：（国の責務：第４条第２項、国民の責務：第４条）＞

駅での車いす体験 高齢者疑似体験 ツーステップバスでの視覚障害者疑似体験 福祉タクシーで車いす体験

小学生, 
13,546 , 54%中・高・大学生, 

3,073 , 12%

教師, 740 , 3%

交通・観光事業

者, 628 , 2%

一般, 6,711 , 
27%

自治体等職員, 
548 , 2%

H１３～H２９年度

関東管内バリアフリー教室参加者 累計

小学生

中・高・大学生

教師

交通・観光事業者

一般

自治体等職員

平成１３年度より、局・管内支局において、小・中・高・大学生、教師、一般を対象に実施。

21
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鉄・軌道駅のバリアフリー化設備整備状況

30

94.1 

96.5 

92.5 

98.8 

97.6 

69.6 

78.5 

84.1 

68.8 

89.9 

0.0 50.0 100.0

全国合計

関東管内合計

ＪＲ２社合計（関東管内）

大手民鉄８社合計

公営・東京地下鉄合計

エレベーターの整備率 エスカレーターの整備率

平成29年3月31日現在
単位：％

96.5 

78.5 

29.7 

98.2 

93.5 

99.8 

100.0 

100.0 

94.1 

69.6 

38.5 

97.9 

88.6 

96.7 

98.8 

99.8 

0.0 50.0 100.0

エレベーターの設置

エスカレーターの設置

スロープの設置

拡幅改札の設置

身体障害者対応型券売機の設置

視覚障害者誘導用ブロックの設置

転落防止柵設備の設置

車いす使用者対応型トイレの設置

関東 全国

（注）１．全国は、ＪＲ各社（６社）、大手民鉄（１５社）、地下鉄（公営・東京地下鉄の１０社）、また、関東管内は、ＪＲ（２社）、大手民鉄（８社）、地下鉄（公営・東京地下鉄）の合計である。
２．設置基準対象駅は、エレベーター及びエスカレーターについては、高低差５ｍ以上かつ、１日の乗降客数が３千人以上の駅で、関東管内1061駅、全国2423駅、車いす使用者

対応型トイレについては、トイレを設置している１日の乗降客数が３千人以上の駅で、関東管内1225駅、全国2910駅、また、これ以外については１日の乗降客数が３千人以上
の駅で、関東管内1282駅、全国3065駅である。

３．設置駅数は、1基でも設置（障害者対応型とは限らない。）されていればカウントしている。
４．国土交通省資料による。



我が国港湾とアジア主要港との欧米基幹航路寄港便数の比較
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北米航路

欧州航路

寄港便数／週

ここでの「基幹航路」は、北米航路、欧州航路を指す。

資料：国際輸送ハンドブックより国土交通省港湾局作成

香港 シンガポール 上海 釜山 京浜 伊勢湾 阪神

※寄港便数は当該年の１１月の値

アジア主要港に寄港する
基幹航路の便数は増加
または横這い

我が国に寄港する
基幹航路の便数は減少

2016年
京浜港
24便

2016年
伊勢湾
10便

2016年
阪神港

9便



主要港湾のコンテナ取扱個数

32

出典：国内港湾：2005～2015年は、「港湾統計」より国土交通省港湾局作成。2016年は「港湾統計」より関東運輸局追記。
海外港湾：2005～2105年は、「Containerization International yearbook」、「Lloyd‘s List」から国土交通省港湾局作成。2016年は、「港湾統計」より関東運輸局追記。
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京浜港・茨城港・鹿島港のコンテナ取扱個数

33（出典）東京都港湾局「港湾統計」、横浜市港湾局「横浜港統計年報」、川崎市「川﨑港統計年報」より関東運輸局作成
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宅配便取扱個数の推移（全国）

34
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宅配便取扱個数の推移

宅配便合計 トラック 航空等利用運送

（百万個）

（年度）

（出典）国土交通省報道発表資料「平成28 年度 宅配便取扱実績について」（H29.7.28）より

（注１）平成１９年度からゆうパック（日本郵便㈱）の実績が調査の対象となっている。
（注２）日本郵便㈱については、航空等利用運送事業に係る宅配便も含めトラック運送として集計している。
（注３）平成２８年１０月より日本郵便㈱が取扱う「ゆうパケット」を宅配便取扱個数に含めて集計しており、「ゆうパケット」を除いた

平成２８年度の宅配便取扱個数は３９億７９１万個（そのうち、宅配便（トラック）取扱個数は３８億６，７０９万個）。



ホームドア設置駅数の推移

35

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

318 駅 394 駅 424 駅 441 駅 484 駅 519 駅 564 駅 583 駅 615 駅 665 駅 686 駅

全国設置駅数

関東運輸局 設置駅数

（出典）関東運輸局 資料



運輸安全マネジメントの実施件数
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鉄道 自動車 海事 計

※平成28年度の自動車モードのうち
152者は貸切バス

（出典）関東運輸局 資料

※平成29年度の自動車モードのうち
126者は貸切バス



監査実施件数・行政処分件数

37

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 対前年比

監 査 実 施 件 数 64 185 162 137 55 40.1%

行 政 処 分 件 数 22 64 66 41 26 63.4%

処
分
内
容

許 可 の 取 消 0 0 0 0 0 0.0%

事 業 停 止 0 0 0 0 0 0.0%

車 両 使 用 停 止 13 7 29 20 9 45.0%

（延使用停止日車数） (394) (235) (600) (440) (180) (40.9%)

文 書 警 告 9 56 37 21 17 81.0%

文 書 勧 告 等 0 1 0 0 0 0.0%

●一般乗合旅客自動車運送事業

●一般貸切旅客自動車運送事業

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 対前年比

監 査 実 施 件 数 516 347 224 233 185 79.4%

行 政 処 分 件 数 152 196 90 64 107 167.2%

処
分
内
容

許 可 の 取 消 1 0 1 1 0 0.0%

事 業 停 止 1 1 0 0 1 －
車 両 使 用 停 止 122 141 49 33 65 197.0%

（ 延 使 用 停 止 日 車 数 ） (9180) (9765) (2275) (1690) (4480) (265.1%)

文 書 警 告 26 53 40 30 41 136.7%

文 書 勧 告 等 2 1 0 0 0 －

（出典）関東運輸局 統計資料



監査実施件数・行政処分件数

38

●一般乗用旅客自動車運送事業

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 対前年比

監査実施件数 565 220 280 212 182 85.8%

行政処分件数 418 97 172 147 99 67.3%

処
分
内
容

許 可 の 取 消 0 0 0 0 0 0.0%

事 業 停 止 0 0 0 0 0 0.0%

車両使用停止 82 48 40 74 27 36.5%

（延使用停止日車数） (3725) (1410) (1695) (3444) (1205) (35.0%)

文 書 警 告 336 49 132 73 72 98.6%

文 書 勧 告 等 0 0 0 0 0 0.0%

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 対前年比

66 47 93 44 36 81.8%

10 26 20 43 12 27.9%

0 0 2 0 0 －
0 0 0 0 0 0.0%

10 17 11 19 5 26.3%

(480) (665) (480) (763) (175) (22.9%)

0 9 7 24 7 29.2%

0 0 0 0 0 0.0%

【個人タクシー】【法人タクシー】

●貨物自動車運送事業
平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 対前年比

監 査 実 施 件 数 1173 1036 1042 901 679 75.4%

行 政 処 分 件 数 490 302 524 487 547 112.3%

処
分
内
容

許 可 の 取 消 43 0 12 12 29 －

（内 所在不明によるもの） (42) (0) (12) (12) (28)

事 業 停 止 22 13 3 1 8 800.0%

車 両 使 用 停 止 377 249 393 395 458 115.9%

（延使用停止日車数） (32155) (17650) (20875) (19275) (20535) 106.5%

文 書 警 告 48 40 116 79 52 65.8%

内 過 積 載 通 報 処 分 15 11 22 22 11 50.0%

（出典）関東運輸局 統計資料


